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１ 趣旨 

上富良野町では、高齢者が介護を必要とする状態になっても、住み慣れた地域で可能な限

り在宅での生活が継続できるよう「上富良野町高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画」に

基づき、地域密着型サービス基盤の整備を進めています。 

この募集は、新たに地域密着型サービスを設置・運営を行う事業者の募集に際し、上富良

野町の要介護高齢者に対し質の高いサービスが提供できる事業者の選定を、適正かつ公正

に実施することを目的に公募を行うものです。 

 

２ 公募の内容 

 次のサービスについて公募を行います。 

サービスの種類 整備数 定員等 サービス提供区域 

（介護予防含む） 

認知症対応型共同生活介護 

１か所 ２ユニット 

定員１８人 

上富良野町全域 

 

 

３ 応募資格要件等 

 応募にあたっては、以下(1)から(5)の応募資格及び(6)から(8)の応募要件すべてに該当する

ことが必要です。 

(1) 応募時において法人格を有し、かつ、次のいずれかに該当する法人であること。 

①主たる事業所が上富良野町内に所在し、かつ、介護保険サービス事業の運営経験を有

すること 

②次のいずれかの施設等（以下「グループホーム等」といいます）の運営経験を有すること 

ア 認知症対応型共同生活介護サービス事業所 

イ 介護老人福祉施設又は介護老人保健施設 

ウ 軽費老人ホーム 

エ 有料老人ホーム又はサービス付高齢者向け住宅 

(2) 主たる事業所が北海道内に所在する法人若しくは北海道内におけるグループホーム等の

運営経験を５年以上有する法人であること。 

(3) 介護保険法第 78 条の２第４項各号（地域密着型サービス事業者指定に係る欠格事項）及

び同法第 115 条の 12 第２項各号（地域密着型介護予防サービス事業者指定に係る欠格事

項）の規定に該当しない若しくは該当する見込みがないこと。 

(4) 応募時において法人又はその代表者が、国税及び地方税等を滞納していないこと。 

(5) 応募法人が直接運営する事業所であり、事業資金の確保が担保され、長期的に適正か

つ安定した事業運営が可能であること。 
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(6) 事業実施に必要な土地、建物を長期的に確保できる見込みであること（町有地の借り上げ

により事業を行う計画である場合は、場所、条件等の協議が整っていること）。 

(7) 平成 30 年 12 月 31 日までに施設整備を完了し、事業を開始できる見込みであること。 

(8) 応募法人若しくはその役員又は従業員が、上富良野町暴力団排除の推進に関する条例

に規定する暴力団、暴力団員又は暴力団関係者でないこと。 

 

 

４ 整備基準等 

施設の整備及び運営にあたっては、次の基準等及び関連する規則、省令、通達等に従っ

てください。 

(1) 地域密着型介護予防サービス及び地域密着型サービスの整備、運営等に関する法令、

通達等 

(2) 町が定める基準 

  ①上富良野町指定地域密着型サービス事業者等の指定に関する基準を定める条例 

  ②上富良野町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定

める条例 

  ③上富良野町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準を定める条例 

  ④上記のほか関係規則等 

 (3) その他関係法令 

  ①老人福祉法 

  ②社会福祉法 

  ③介護保険法 

  ④都市計画法 

  ⑤建築基準法 

  ⑥消防法 

  ⑦その他関係法令 
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５ 応募方法及び受付期間等 

(1) 募集期間 

 平成 29年 3 月 6 日から平成 29年 4 月 28 日まで （土・日曜、祝日を除きます） 

(2) 提出・お問い合わせ先 

 空知郡上富良野町大町２丁目８番４号 上富良野町保健福祉総合センターかみん 

 上富良野町保健福祉課 高齢者支援班 

 電話 0167-45-6987 FAX 0167-45-5788 

(3) 提出方法 

 上記提出先へご持参ください（郵送での提出は無効とさせていただきます） 

 午前８時３０分から午後５時１５分まで ※事前にご連絡ください 

(4) 留意事項 

① 提出の際、受理前に書類の不備を確認し、不足や不備があった場合は追加、訂

正を求める場合がありますので期限に余裕をもって提出してください。 

 ② 受理した書類は理由の如何を問わず返却いたしかねますのでご了承ください。 

 ③ 応募に係る費用の一切は応募者の負担とします。 

 ④ 必要に応じて追加書類の提出を求める場合があります。 

 

６ 提出書類等 

(1) 提出書類 

①提出する書類は「提出書類一覧表」に記載の順番に紙ファイル等に綴じ、項目ごとにイン

デックス（番号及び書類名の略記）をつけてください。 

②様式は上富良野町行政ホームページよりダウンロード可能ですのでご利用ください。 

 http://www.town.kamifurano.hokkaido.jp/index.php?id=1484 

③提出書類はすべてＡ４サイズで作成してください。図面などやむを得ず A３サイズで作成

する場合も、A４サイズに畳んで（Z 折り。袋とじ不可）綴ってください。 

④添付書類は裏写り等で視認性に支障がある場合を除き極力両面で作成してください。 

⑤提出書類のうち証明に係るものは原本を添付又は原本証明を行ってください。 

⑥先頭に目次、提出書類全体にページ番号（下段中央）を付してください。 

⑦表紙、背表紙は以下を参考に作成してください。 

 

(2) 提出部数 

 ３部（正本１部、副本（正本のコピー）２部） 
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７ 選考、決定方法 

(1) 審査の方法等（具体的な審査項目や観点等については別紙を参照してください） 

①【一次審査】上富良野町指定地域密着型サービス事業所等の指定申請に係る事前協議

実施要綱に準じて提出された書類に基づく審査とヒアリング（日程等は別途お知らせしま

す）を行います。 

②【二次審査】一次審査の結果を参考に、上富良野町介護保険事業運営協議会において

審査します。応募者の希望に応じて事業所の特色や地域密着型サービスに対する考え

方、独自の提案などを聞き取る機会（日程等は別途お知らせします）を設けます。 

③【実施予定者の選定】上記の審査結果を踏まえ、町長が実施予定事業者を選考します。

ただし、選考の結果、事業実施予定事業者なしとする場合があります。 

 

(2) 選考項目、観点等 

 選考にあたっては、下記の項目、観点等に照らし審査を行います。 

審査項目 審査基準・観点 

一
次

審
査

 

【Ⅰ】 事業主体の適格性 

(1)基本要件 ・本要項「３応募資格要件等」の要件等を満たしているか 

(2)法人としての要件 ・事業実施に相応しく、介護事業に明確な理念を有しているか 

・役員の構成等が適切であるか 

・適切か長期の事業展開が可能な財政状況にあるか 

(3)事業実績 ・法人として介護保険サービス提供実績は充分か 

(4)応募動機等 ・上富良野町で地域密着型サービス事業を開始するにあたっ

て強い動機や理念があるか 

二
次

審
査

 

【Ⅱ】 事業運営体制 

(1)地域住民との連携 ・地域住民への理解、ボランティア等地域協力体制構築の考え

方 

(2)事業運営の安定性 ・長期的な安定運営が期待できる収支計画であるか 

(3)職員配置等 ・施設長予定者の適格性は充分か 

・現実的な職員採用計画、職員定着化の方策を有するか 

(4)サービス向上策 ・サービス向上、利用者の安全管理・危機管理のための目標・

方策があるか 

・高齢者のプライバシー、権利擁護等に対する考え方 

【Ⅲ】施設整備計画 

(1)基本要件 ・本要項「４整備基準等」の要件等を満たしているか 

(2)事業用地 （自ら用地を確保する場合のみ） 

・所有方法、取得方法の妥当性 

・効果的な事業実施が期待できる立地等であるか 

(3)資金計画 ・現実的かつ妥当な資金計画であるか（不確実な収入等を算

入していないか等） 

(4)地域への配慮 ・地域住民との交流が図られる設計であるか（加点項目） 
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(3) 選考結果の通知等 

 選考の結果は各応募者に対して書面によりお知らせします。また、決定した実施予定事業

者についてのみ、事業者（法人）名及び応募の概要を公表します。 

(4) 留意事項等 

応募に際して不正が認められた場合や虚偽の記載があった場合等は失格とし、若しくは

決定を取り消す場合があります。 

 

８ 質問の受付 

(1) 本件募集に関して質問があるときは、平成 29年 4 月 21 日（金）17 時までに別紙質問票に

よりＦＡＸまたは電子メールでお問い合わせください。 

(2) 質問に対する回答は、質問とあわせて上富良野町ホームページに掲載し、回答日現在の

すべての応募者及び応募予定者（何らかの応募意思を示している者）にその旨を通知しま

す。ただし個別に回答が必要な場合はＦＡＸまたは電子メールにより回答する場合がありま

す。 

(3) 本募集要項や各指定基準、国の通知（Ｑ＆Ａ等）で確認可能な内容は原則として回答い

たしかねますのでご了承ください。 

 

９ 補助金等 

(1) 介護サービス提供基盤等整備事業費交付金 

施設の整備費用については、北海道の介護サービス提供基盤等整備事業費交付金等の

交付対象となる場合がありますが、平成 28 年度以降の交付金等の概要は未定であり、全体の

整備事業量の都合により不交付となる可能性もあるなど、交付決定が約束されているものでは

ないことに充分留意のうえ資金計画等を作成してください。 

また、事前に交付要綱等を充分に確認するなどして、交付決定となった場合は着手時期や

入札、工事の手順、内容等について補助金交付の要件に適合する必要が生じることなどを踏

まえて事業計画等を作成し、ご応募ください。 

なお、補助金交付スケジュール等の都合により所定の期間内に整備が完了しないこととな

った場合等については都度協議を要するものとします。 

 

（参考）平成 28 年度交付要綱に定める交付金額 

○認知症高齢者グループホーム【施設整備分】 32,000 千円 

○認知症高齢者グループホーム【開設準備分】 621 千円×定員数 

※この交付金を財源として、上富良野町が実施事業者に対して補助金を交付します。 

 

(2) 上富良野町社会福祉施設等の整備に関する助成 

上富良野町社会福祉施設等の整備に関する助成要綱に基づき、事業実施に必要な費用

の一部が助成の対象となる場合があります。※(1)で対象となる費用を除きます。 
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１０ スケジュール概要 

 

応募受付 平成 29年 3 月 6 日から 

平成 29年 4 月 28 日まで 

【一次審査】書類審査及びヒアリング 平成 29年 5 月上旬から 

平成 29年 5 月中旬まで 

【二次審査】上富良野町介護保険事業運営

協議会による審査／プレゼンテーション 

平成 29年 5 月中旬から 

平成 29年 5 月下旬まで 

実施予定事業者の決定／通知 平成 29年 6 月上旬予定 

  

地域密着型サービス事業者の指定手続き 平成 30 年 12 月 31 日まで 

 

 

１１ 提出書類の作成例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

例 例 例 例 例 

平
成

二
十

八
年

度
 

地
域

密
着

型
サ

ー
ビ

ス
事

業
者

応
募

書
類

（
法

人
の

名
称

）
 

平成 28 年度 

 

地域密着型サービス事業者 

応募書類 

（認知症対応型共同生活介護） 

 

（法人の名称） 

①
申

込
書

 
②

誓
約

書
 

②
資

金
計

画
 

1 

※２穴パンチ 
左側綴じとし、書類下
部中央にページ番号
（全体を通した番号）
を付してください 

【書類の作成例】 

      ○○○○ 

・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

   ・・・・・・・・・・・・ 

  ・・・・・・・ 

Ａ３サイズになる場
合は後方に折り込
んでください（Ｚ折
り） 

2 

3 
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（別紙） 

ＦＡＸ番号：0167-45-5788 

上富良野町保健福祉課高齢者支援班宛て 

 

質  問  票 

平成   年   月   日 

法人名  

所在地  

担当者氏名 

（カナ） 

 

連絡先  

質問事項 

 

※本票をＦＡＸまたは電子メールで送信してください。 

※回答は全応募者が閲覧できるよう、質問とあわせて上富良野町ホームページに掲載します。 

 

 

 

 

 

 

  

FAX：0167-45-5788

E-mail：hoken@town.kamifurano.lg.jp
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提出書類一覧 

 

提出書類 書類の内容等 所定様式 
任意 

様式 
写し 

運
営

法
人

関
係

 

1 応募申請書 
地域密着型サービス事業実

施予定事業者選考申込書 様式１号   

2 誓約書  様式２号   

3 定款又は寄附行為 最新のもの   〇 

4 

法人の概要 ①法人の沿革（事業経歴・実

績） 

②基本的事項（代表者経歴・

役員名簿） 

③施設又は事業所の概要（パ

ンフレット等） 

 〇  

5 
法人登記簿謄本 応募日の３か月以内に発行さ

れたもの   〇 

6 法人の決算関係書類 直近３か年分の決算報告書  〇  

7 

納税確認書類 法人及び代表者の国税及び

地方税の完納が確認できる書

類（直近の納期に係るものす

べてが確認できるもの） 

  〇 

8 

法人指導監査の報告書 法人で運営している施設又は

事業所が国、道または市町村

から受けた指導監査の結果

通知書の写し（直近２回分） 

  〇 

事
業

計
画

等
関

係
 

9 事業計画書  様式３号   

10 事業工程表 計画～事業開始までの工程  〇  

11 
基本計画図面等 配置図、平面図、立面図等で

提出可能なもの   〇 

12 

基本方針 上富良野町内で地域密着型

サービス事業を行うにあたっ

ての基本理念、地域との連携

方針等 

 〇  

13 管理者（予定者）の経歴 予定者がいる場合のみ  〇  

14 資金計画書 施設整備に係る資金計画 様式４号   

15 事業収支計画 ３か年分の運営に係る計画 様式５号   

16 
償還計画書 収支計画に借入金を計上し

ている場合 様式６号   
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別記様式第１号 

 

地域密着型サービス事業実施予定事業者選考申込書 

 

平成     年    月    日 

 

上富良野町長  向 山  富 夫  様 

 

所在地 

申請者 法人名 

代表者氏名                 ㊞ 

 

上富良野町地域密着型サービス事業者の公募について、下記のとおり申し込みます。 

記 

１ 応募の内容 

サービスの種類 認知症対応型共同生活介護 

介護予防認知症対応型共同生活介護 

定       員                人 

事業開始予定日 平成     年     月     日 

 

２ 提出書類 別添のとおり 

 

３ 担当者連絡先 

氏    名 
（カナ）  

 

所属・役職  

事務所所在地  

連 絡 先 
電話     （    ）       FAX     （    ） 

E-mail 
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別記様式第２号 

誓     約     書 

 

平成     年    月    日 

上富良野町長  向 山  富 夫  様 

所在地 

申請者 法人名 

代表者氏名                 ㊞ 

 

申請者が介護保険法第７８条の２第４項各号及び第１１５条の１２第２項のいずれにも該当し

ない者であることを誓約します。 

また、申請者である法人の役員及び当該申請に係る事業所を管理する者が、上富良野町

指定地域密着型サービス事業者等の指定に関する基準を定める条例第３条に定める暴力団

員でないことを誓約します。 

記 

 
【介護保険法第７８条の２第４項】 
一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。 
二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十八条の四第一項の市町村の条例で定める基準若しくは同

項の市町村の条例で定める員数又は同条第五項に規定する指定地域密着型サービスに従事する従業者に関する基準を満たしてい
ないとき。 

三 申請者が、第七十八条の四第二項又は第五項に規定する指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って
適正な地域密着型サービス事業の運営をすることができないと認められるとき。 

四 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所在地の市町村長（以下この条において「所在地市町村
長」という。）の同意を得ていないとき。 

四の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 
五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その

執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 
五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け

ることがなくなるまでの者であるとき。 
五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、

当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを
引き続き滞納している者であるとき。 

六 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
に係る指定の申請者を除く。）が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（認知症対応型共同生活介護、
地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取
消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政
手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経
過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当
該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、
指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止する
ための当該指定地域密着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定
地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相
当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

六の二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活
介護に係る指定の申請者に限る。）が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（認知症対応型共同生活介
護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、そ
の取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行
政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を
経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に
当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消し
が、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止
するための当該指定地域密着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該
指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすること
が相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

六の三 申請者と密接な関係を有する者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者と密接な関係を有する者
を除く。）が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経
過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理
由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取
組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定す
る指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

七 申請者が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定に
よる通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第七十八条の五第二項の規定による事業の
廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）又は第七十八条の八の規定による指定の辞退をした者
（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものである
とき。 

七の二 前号に規定する期間内に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止の届出又は第七十八条の八の規定による指定の辞
退があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由が
ある法人を除く。）の役員等若しくは当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管
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理者であった者又は当該指定の辞退に係る法人（当該指定の辞退について相当の理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該指
定の辞退に係る法人でない事業所（当該指定の辞退について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出又は
指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

八 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 
九 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第六号まで又は前三号のいずれかに該当する者のある
ものであるとき。 

十 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第八号ま
でのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

十一 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介
護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第六号まで又は第七号から第八号までのい
ずれかに該当する者であるとき。 

十二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介
護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から
第八号までのいずれかに該当する者であるとき。 
 
【介護保険法第１１５条の１２第２項】 
一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。 
二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の十四第一項の市町村の条例で定める基準若しくは

同項の市町村の条例で定める員数又は同条第五項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に関する基準を
満たしていないとき。 

三 申請者が、第百十五条の十四第二項又は第五項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な
支援の方法に関する基準又は指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な地域密着型介
護予防サービス事業の運営をすることができないと認められるとき。 

四 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所在地の市町村長の同意を得ていないとき。 
四の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 
五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その

執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 
五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け

ることがなくなるまでの者であるとき。 
五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、

当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを
引き続き滞納している者であるとき。 

六 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）
の規定により指定（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過
しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知
があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を
取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で
当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介護予防サ
ービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地
域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着
型介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相
当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

六の二 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを
除く。）の規定により指定（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年
を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定によ
る通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指
定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった
者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介護予防
サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定
地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密
着型介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが
相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

六の三 申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定を取り消され、その取
消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の
取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型介護予防サー
ビス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事
業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるも
のとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

七 申請者が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規
定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第百十五条の十五第二項の規定による
事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しない
ものであるとき。 

七の二 前号に規定する期間内に第百十五条の十五第二項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の
通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は当該届出に
係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して
五年を経過しないものであるとき。 

八 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 
九 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第六号

まで又は前三号のいずれかに該当する者のあるものであるとき。 
十 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第五

号の三まで、第六号の二又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 
十一 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二

から第六号まで又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。 
十二 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二

から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。 
 
【上富良野町指定地域密着型サービス事業者等の指定に関する基準を定める条例】 
（指定地域密着型サービス事業及び指定地域密着型介護予防サービス事業の申請者の資格） 
第３条 法第 78 条の２第４項第１号及び法第 115 条の 12 第２項第１号に規定する指定地域密着型サービス事業及び指定地域密着型介

護予防サービス事業の申請者は、法人である者とする。ただし、当該法人若しくはその役員又は従業員が上富良野町暴力団排除の推
進に関する条例（平成 24 年上富良野町条例第 13 号）第２条第１号、第２号及び第３号に規定する暴力団、暴力団員又は暴力団事業
者である場合を除くものとする。 

  

（裏面） 
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別記様式第３号 

事 業 計 画 書 

１ サービスの種類  認知症対応型共同生活介護／介護予防認知症対応型共同生活介護 

２ 法人名等 

法人名  

所在地  

代表者  

 

３ 開設予定地 

住所等  

敷地面積 ㎡  用途区域  

登記地目  現況地目  

土地権利 

□自己所有 

□取得予定（   年  月） 

□借地（町有地） 

□借地（町有地以外／賃貸期間    年） 

抵当権 

の設定 

□あり 

□なし 

 

４ 施設概要 

整備区分 □新築  □所有物件を改築  □賃貸借物件を改築  □その他 

建物権利 □自己所有 

□取得予定（   年  月） 

□借家（賃貸期間    年） 

抵 当権の

設定 

□あり 

□なし 

構造  階数 地上   階：地下   階 

延床面積           ㎡ 建床面積           ㎡ 

着工予定 

年月日 

平成   年   月   日 竣工予定 

年月日 

平成   年   月   日 

 

５ 運営の概要 

管理者就

任予定者 

カナ  

生年月日    年   月   日 
氏名 

 

住所 
 兼務の

有無 

□専任 

□兼務 

ユニット数  ２ユニット（定員１８名） 

 

 



別記様式第４号

資　金　計　画　書

１　サービスの種類　　認知症対応型共同生活介護／介護予防認知症対応型共同生活介護

２　法人名

法人名

３　事業費

区　　　　　分 金　　額 備　　考

 工事請負費 円 

 建物購入費 円 

 工事（又は取得）事務費 円 

 備品費 円 

 用地取得費 円 

 開設準備経費（研修・広告費等） 円 

 その他の経費（　　　　　　　　　　　　　　　　　） 円 

合　　　　計 円 

４　資金計画

区　　　分 金　額 備　考

 自己資金 円 

 借入金（借入先：　　　　　　　　　　　　） 円 

 補助金 円 

 自己資金 円 

 借入金（借入先：　　　　　　　　　　　　） 円 

 補助金 円 

 自己資金 円 

 借入金（借入先：　　　　　　　　　　　　） 円 

 補助金 円 

合　　　　計 円 

 自己資金 円 

 借入金（借入先：　　　　　　　　　　　　） 円 

 補助金 円 

計 円 

※事業費の合計額と資金計画の合計額は一致します。

費用合計

建築・
設備費等

建築・
設備費

用地
取得費

開設準備
費用



別記様式第５号 （法人名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
事業収支計画書

年次　

　項目 計算式／算出根拠 金額 計算式／算出根拠 金額 計算式／算出根拠 金額

介護保険報酬 円 円 円 

家賃 円 円 円 

食材費 円 円 円 

光熱水費 円 円 円 

その他の日常生活費 円 円 円 

寄附 円 円 円 

補助金等 円 円 円 

円 円 円 

円 円 円 

円 円 円 

合　　　計 円 円 円 

給与費 円 円 円 

法定福利費 円 円 円 

福利厚生費 円 円 円 

委託料 円 円 円 

消耗品費・事務経費 円 円 円 

光熱水費 円 円 円 

地代家賃等 円 円 円 

借入金元金償還金 円 円 円 

借入金利子償還金 円 円 円 

円 円 円 

円 円 円 

円 円 円 

合　　　計 円 円 円 

円 円 円 

人月 (      %) 人月 (      %) 人月 (      %)

※申請する事業に関する収支計画のみ記載してください（事業所整備費用は算入しないでください）。
※本様式によらず任意様式で提出いただくことも可能です。
※開設月から起算する１２月単位で作成し、３か年分の見込みを記載してください。
※項目は例示です。適宜追加、修正の上作成願います。

稼働見込量

１年目（　　年　　月～　　年　　月） ２年目（　　年　　月～　　年　　月） ３年目（　　年　　月～　　年　　月）

収
　
入

支
　
出

収支差額



別記様式第６号

借入金償還計画表

１　借入条件等 （法人名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

予定利率 ％ 償還方式

借入先

２　償還予定 （単位：円）

償還 償　　還　　金 償　還　財　源

年次 年度 元金 利子 計 残高 介護報酬 居住費 寄附金 その他

1 H 0 0

2 H 0 0

3 H 0 0

4 H 0 0

5 H 0 0

6 H 0 0

7 H 0 0

8 H 0 0

9 H 0 0

10 H 0 0

11 H 0 0

12 H 0 0

13 H 0 0

14 H 0 0

15 H 0 0

16 H 0 0

17 H 0 0

18 H 0 0

19 H 0 0

20 H 0 0

21 H 0 0

22 H 0 0

23 H 0 0

24 H 0 0

25 H 0 0

26 H 0 0

27 H 0 0

28 H 0 0

29 H 0 0

30 H 0 0

合計 0 0 0

借入額

借入期間 　　　　年



【参考資料】
上富良野町認知症高齢者等の概要（平成28年5月現在）

１　高齢者の状況

２　認知症高齢者の状況
計 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ｍ

338人 98人 122人 89人 24人 5人

166人 71人 68人 25人 1人 1人

31人 21人 8人 2人

(平均年齢) (83.2歳) (79.9歳) (87.5歳)

63人 24人 30人 8人 1人

65～69歳 3人 2人 1人

70～74歳 6人 1人 5人

75～79歳 19人 10人 6人 2人 1人

80～84歳 27人 9人 15人 3人

85～89歳 4人 2人 2人

90歳～ 4人 1人 3人

72人 26人 30人 15人 1人

150人 23人 47人 57人 21人 2人

22人 4人 7人 7人 2人 2人

３　認知症グループホーム入居状況
　（平成28年12月　認知症対応型共同生活介護利用者数）

計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

8人 2人 5人 1人

6人 2人 1人 2人 1人

12人 2人 1人 3人 2人 4人

18人 4人 2人 5人 2人 5人

26人 6人 7人 6人 2人 5人

事業所所在地

町外

上富良野町

合　　　　計

富良野圏域

大雪広域連合

町外事業所計

認知症高齢者数

うち入所

うち長期入院

その他世帯

世
帯
員
平
均
年
齢

世
帯
状
況

高齢世帯

独居

うち在宅

16,204

14,870
14,391

13,238 13,150
12,738

12,226 12,098 11,851 11,729 11,738 11,543 11,297 11,140 11,040

725

997
1,383

1,760 2,158
2,631

2,905 2,978 2,991 3,010 3,090 3,164 3,234 3,252 3,312

4.5%

6.7%

9.6%

13.3%

16.4%

20.7%

23.8% 24.6%
25.2% 25.7%

26.3%
27.4%

28.6% 29.2%
30.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

S40 S50 S60 H 5 H10 H15 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

６５歳以下 ６５歳以上 高齢化率


